
 
報道関係者各位 

令和元年 11 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

｢安全衛生教育促進運動｣が始まります！  

労働災害防止団体や安全衛生関係団体と連携し、 

特別教育、能力向上教育などの実施を促進します 
 

中央労働災害防止協会（中災防：理事長 八牧暢行）は、働く人の安全と健康を守

る上で重要となる安全衛生に関する教育等の実施を促進するため、12 月から「安全

衛生教育促進運動」（実施期間：令和元年 12 月 1 日～令和２年 4月 30 日）を展開し

ます。同運動は中災防が平成 25 年度から主唱しているもので、今回で７回目となり

ます。 

昨今、「働き方改革」や「健康経営」の推進に伴う雇用・就業形態の多様化や、高

年齢労働者の雇用拡大、パート・アルバイトなど非正規雇用が多い第三次産業従事

者の増加、外国人労働者の増加など、働く人を取り巻く環境は大きく変化していま

す。労働安全衛生の分野でも、それらに対応できる新たな知識が求められます。 

そこで、新入社員に対する雇入れ時教育、職長教育、危険有害業務に新たに従事

する者への特別教育などに加え、安全衛生業務に従事する者に対する能力向上教育、

健康の保持増進を図るための健康教育といった法定教育の徹底を図ることが重要と

なります。 

法定教育以外にも、増加が見込まれる特定技能外国人などを対象にした分かりや

すい安全衛生教育、スマートフォンやタブレットなど携帯型情報端末の普及と使用

方法・場所の多様化を踏まえた「情報機器作業における労働衛生教育」などに取り

組む必要があります。 

また、義務化された高所作業におけるフルハーネス型墜落制止用器具の使用に関

する特別教育、今年 10 月に施行された「電気自動車等の整備業務に係る特別教育」、

伐木作業等を行う全ての業種を対象に強化された特別教育などの実施も必要となり

ます。 

こうした状況を踏まえ、中災防ではこのほど策定した「令和元年度 安全衛生教育

促進運動実施要領」（別紙）に基づき、相談窓口での対応や情報提供などを行います。

厚生労働省の後援のもと、業種別労働災害防止協会や都道府県労働基準（労務安全

衛生）協会（連合会）等および安全衛生関係団体の協賛を得て、連携を図りながら

事業場の安全衛生教育等を支援していきます。 

 

 

※この資料は、厚生労働記者会、厚生労働省労政記者クラブ、厚生日比谷クラブ、鉄鋼研究会に配

布しています。 

中央労働災害防止協会 

 総務部長       阿部  充 

【照会先】 

 総務部 広報課長    高橋まゆみ        

 (電話)03-3452-6542 (FAX)03-3453-8034 



 別 紙  

令和元年度 安全衛生教育促進運動実施要領 

 

１ 趣旨 

安全衛生教育促進運動は、労働者の安全と健康を守る上で中核となる安全衛生教

育についてその重要性を啓発し、実施を促すため、平成２５年度から中央労働災害

防止協会が主唱し、推進している運動である。 

わが国の労働災害は、関係者のたゆまぬ努力により長期的に減少してきたが、こ

こにきて、増加に転じる年が目立つなど、予断を許さない状況にある。平成３０年

も、死亡災害こそ前年を下回ったものの、死傷災害は３年連続の増加となった。 

その背景には、加齢に伴う身体機能の低下の影響が出やすい高年齢労働者の雇用

拡大、パート・アルバイトなど非正規雇用が多く安全衛生活動・教育の定着が難し

いとされる第三次産業従事者の増加などがある。また、東京オリンピック・パラリ

ンピックの開催が迫る中、建築関連工事や警備業、施設メンテナンス業務、物流サ

ービスなど多くの業種で人手不足が深刻化している点も大きな懸念材料といえる。

さらに今後は、対象産業分野が拡大された特定技能外国人に対して実効性のある安

全衛生教育を行えるかが、労働災害の増加を防ぐ上で重要な課題となる。 

今後は、２０２２（令和４）年度までを計画期間とする国の第１３次労働災害防

止計画に基づき、雇入れ時教育、職長等教育、作業内容変更時教育、特別教育等の

実施を徹底するとともに、安全衛生教育等推進要綱で実施が求められている産業保

健スタッフや化学物質管理者、管理職などに対する教育・研修や、令和元年７月に

改正された「情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドライン」を踏まえ

た労働衛生教育にも力を入れる必要がある。そして、安全衛生業務従事者への能力

向上教育に積極的に取り組むことが、職場の安全・健康を守り続けるカギとなる。 

その上で、ＡＩ（人工知能）など先端技術を活用した安全衛生対策や、外国人を

はじめ誰もが正しく認識できる「安全」のための図示とその周知など、新たな視点

での教育の検討が求められる。 

教育・研修の対象者が増える年度初めに向け、自事業場に必要な教育体制が整っ

ているかをあらためて確認し、計画的に準備を進めたい。特に、義務化された高所

作業におけるフルハーネス型墜落制止用器具の使用と特別教育、令和元年１０月に

施行された「電気自動車等の整備業務」に係る特別教育、伐木作業等を行うすべて

の業種を対象に強化された特別教育など、新たな情報と知識をしっかりと共有し、

着実に実施することが重要である。 

  これらの状況を踏まえ、本年度の安全衛生教育促進運動は、  

   「正しい知識で 職場を安全・健康に！」  

を標語として展開することとする。  

 



２ 実施期間 

令和元年１２月１日から令和２年４月３０日までとする。 

 

３ 運動標語 

「正しい知識で 職場を安全・健康に！」 

 

４ 主唱者 

中央労働災害防止協会 

 

５ 後援 

厚生労働省 

 

６ 協賛者                             

建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事

業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、都道府県労働基準（労

務安全衛生）協会（連合会）、一般社団法人新潟県労働衛生医学協会、一般財団法人

地方公務員安全衛生推進協会、一般社団法人仮設工業会、一般社団法人全国登録教

習機関協会、一般社団法人日本クレーン協会、一般社団法人日本ボイラ協会、一般

社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会、公益財団法人安全衛生技術試験協会、

公益財団法人産業医学振興財団、公益社団法人建設荷役車両安全技術協会、公益社

団法人産業安全技術協会、公益社団法人全国労働衛生団体連合会、公益社団法人日

本作業環境測定協会、公益社団法人日本産業衛生学会、公益社団法人日本保安用品

協会、公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会、高圧ガス保安協会、日本労働災害

防止推進会、一般社団法人安全技術普及会、一般社団法人セーフティグローバル推

進機構                              （順不同） 

 

７ 実施者  

各事業場 

 

８ 主唱者の実施事項 

主唱者は、次の事項を実施する。 

（１）機関誌、Ｗｅｂサイト等、さまざまな媒体を通じての広報 

（２）リーフレット等の制作および配布 

（３）「安全衛生教育実施チェックリスト」の本運動実施期間中の集中的な配布 

（４）「安全衛生教育相談窓口」の設置および安全衛生教育相談への集中的な対応 

（５）ポスター等の掲示 

（６）安全衛生関係団体等に対する協力依頼 



（７）事業者団体、中小企業団体、経営者団体等を通じた、本運動の事業場への周知 

（８）その他、安全衛生教育に関する事業場への支援・協力 

 

９ 協賛者の実施事項 

協賛者は、次の事項を実施する。 

（１）機関誌等を通じた、関係団体や事業場等への周知・広報 

（２）安全衛生教育に関しての事業場への支援・協力 

（３）その他、本運動の推進に関わる事項 

 

１０ 実施者の実施事項 

各事業場は、特に次の事項を実施する。 

（１）年間の安全衛生教育実施計画の作成、これに基づく安全衛生教育の計画的かつ

効果的な実施 

（２）安全衛生教育の実施結果の記録・保存 

（３）実施計画の作成、実施、実施結果の記録・保存など安全衛生教育に関する業務

の実施責任者の選任 

（４）法定教育等の徹底 

ア 新入社員（パート・アルバイト、派遣労働者を含む）に対する雇入れ時教育 

イ 配置転換により作業内容に変更があった者に対する作業内容変更時教育 

ウ 危険有害業務に新たに従事する者に対する特別教育、新たに特別教育が必要

となる業務等（フルハーネス型墜落制止用器具の使用が義務づけられる高所作

業、電気自動車等の整備業務、伐木作業等を含む）に従事する者に対する特別

教育 

エ 職長等に新たに就任する者に対する職長等教育 

オ 就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務での免許所有者や技能講習修了

者などの資格者の充足 

カ 安全衛生業務従事者（安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進

者、安全推進者等）を選任・配置するための教育等 

キ 危険有害業務従事者に対する教育、安全衛生業務従事者に対する能力向上教

育 

ク 健康の保持増進を図るための健康教育 

ケ これらに準じた安全衛生水準の向上に資する教育・研修 

（５） 法定教育以外の教育等の充実 

  ア 労働安全衛生マネジメントシステム担当者に対する教育 

  イ 化学物質管理者教育 

  ウ 健康保持増進措置を実施するスタッフを養成するための専門教育 

  エ 産業保健スタッフ等に対するメンタルヘルスケア推進のための教育・研修 



オ 経営トップ等に対する安全衛生セミナー 

カ 管理職に対する安全衛生教育 

キ 外国人労働者に対する母国語や明解な図示などを活用した安全衛生教育 

ク 情報機器作業従事者および管理者に対する労働衛生教育 

（６）講師、教材等の問題から、自ら安全衛生教育を実施することが困難な場合の、

安全衛生関係団体等の活用による安全衛生教育の実施 

（７）資格または特別教育等が必要な設備機器、作業場所等に対して、その必要な資

格または特別教育の種類を掲示することや、有資格者に腕章を装着させることな

ど、安全衛生教育に関する「見える化」の推進 

（８）危険体感教育や、日々の危険感受性を向上させる教育等の活用 


